
 

 

真岡市における特定事業主行動計画の状況及び女性活躍状況について 

 

真岡市では、「女性活躍推進法」に基づき、「真岡市特定事業主行動計画」を策定・実施

しています。今般、女性活躍推進法第１９条第６項及び第２１条に基づき、行動計画の実

施状況、女性の活躍状況を以下のとおり取りまとめましたので公表いたします。 

 

 

≪職業生活における機会の提供に関する実績≫ 

 

（１）「職員の男女の給与の額の差異」（令和８年４月１日時点） 

１．全職員に占める女性職員の給与の割合（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

職員区分 男女の給与の差異（％）（女性職員数／該当する職員） 

任期の定めのない常勤職員 ８８．５％（198/464） 

任期の定めのない常勤職員以外の職員 １１０．１％（149/204） 

全職員 ８１．５％（347/668） 

 

２．「任期の定めのない常勤職員」に係る役職段階別及び継続年数別の女性職員の給与の割合 

・役職段階別 

役職段階 
男女の給与の差異（％） 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

部長相当職  －  

課長相当職  ９８．２％ 

課長補佐相当職 ９７．３％ 

係長相当職 ９９．８％ 

 

・勤続年数別 

勤続年数 
男女の給与の差異（％） 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

３６年以上 ９５．８％ 

３１～３５年 ９７．４％ 

２６～３０年 １０１．７％ 

２１～２５年 ９７．８％ 

１６～２０年 ９２．３％ 

１１～１５年 ９１．３％ 

 ６～１０年 ９８．２％ 

１～５年 ９１．２％ 

 

 

 

 



 

 

（２）「管理的地位に占める女性職員の割合」（令和８年４月１日時点） 

 管理的地位にある職員 

職員数（名） ４７名 

うち女性職員数（名） ８名 

目標（令和１２年度）（％） ２５．０％ 

令和８年度（％） １７．０％ 

令和７年度（％） １７．０％ 

令和６年度（％） １５．２％ 

 

 

（３）「各役職段階にある職員に占める女性職員の割合」（令和８年４月１日時点） 

 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合 

部長職 課長職 課長補佐職 係長職 合計 

職員数（名） ９名 ３８名 ３５名 ６８名 １５０名 

うち女性職員数（名） ２名 ６名 １７名 ２５名 ５０名 

令和８年度（％） ２２．２％ １５．８％ ４８．６％ ３６．８％ ３３．３％ 

令和７年度（％） ０．０％ ２１．１％ ４１．７％ ３８．２％ ３２．５％ 

令和６年度（％） １１．１％ １６．２％ ３６．１％ ３３．８％ ２８．６％ 

 

 

（４）「採用した職員に占める女性職員の割合」（令和８年度採用） 

職種 女性割合（％）（女性職員数／採用職員数） 

一般事務 ３６．４％（4/11） 

一般事務【社会人採用】 ６０．０％ （3/5） 

一般事務（埋蔵文化財担当） ５０．０％ （1/2） 

保健師 １００．０％ （3/3） 

 

 

（５）「採用試験の受験者の総数に占める女性職員の割合」（令和８年度採用） 

職種 女性割合（％）（女性職員数／該当する職員） 

一般事務 ４０．０％（18/45） 

一般事務（障がい者対象） １００．０％  （1/1） 

土木建築 ０．０％  （0/1） 

保健師 １００．０％  （3/3） 

一般事務【社会人採用】 ３８．９％ （7/18） 

保健師【社会人採用】 １００．０％  （1/1） 

一般事務（埋蔵文化財担当） ５０．０％  （1/2） 

 

 

 

 



 

 

（６）「職員に占める女性職員の割合」（令和８年４月１日時点） 

職種 女性割合（％）（女性職員数／該当する職員） 

常勤職員全体 ４５．８％（230/502） 

一般事務 ４６．０％（183/398） 

土木建築事務 ９．１％   （4/44） 

保健師 １００．０％  （25/25） 

保育士 ８３．３％  （15/18） 

社会福祉士 ５０．０％    （1/2） 

管理栄養士 ５０．０％    （1/2） 

技能労務職 ７．７％   （1/13） 

会計年度任用職員 ７８．６％（209/266） 

 

 

（７）「女性に対する職業生活に関する機会の提供に資する制度の概要」 

 ●セクシュアル・ハラスメント等対策の整備状況 

・ハラスメント対策委員会の設置（令和４年６月） 

  ・管理職へのハラスメント研修等による周知徹底 

 

●女性の健康上の特性に係る取組状況 

・女性の健康上の特性に配慮した休暇制度（女性休暇等）について、毎年度周知を実施 

・女性の健康上の特性の理解促進や婦人科検診等の受診率向上のために、庁内掲示板を用いて 

健康課題に関する啓発を実施 

 

 

 

≪職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する実績≫ 

 

（１）「離職率の男女の差異及び離職者の年代別男女別割合」（令和７年度） 

勤続年数 
離職者に占める女性の割合（％） 

（女性職員数／該当する職員） 

３６年以上 １００．０％（1/1） 

３１～３５年 ０．０％（0/1） 

２６～３０年 ０．０％（0/1） 

２１～２５年 ５０．０％（1/2） 

１６～２０年 －  

１１～１５年 １００．０％（1/1） 

６～１０年 ０．０％（0/1） 

１～５年 ８０．０％（4/5） 

 

 

 



 

 

（２）「男女別の育児休業取得率及び育児休業取得期間の分布状況」 

（ア）男女別の育児休業取得率 

(1)常勤職員 

区分 令和７年度（％） 

男性職員 １００％ 

女性職員 １００％ 

 

(2)会計年度任用職員 

区分 令和７年度（％） 

男性職員 －  

女性職員 １００％ 

 

（イ）男女別の育児休業の取得期間の分布状況 

(1)常勤職員 

区分 令和７年度 

男性（名） 比率（％） 女性（名） 比率（％） 

１週間未満 － － － － 

１週間以上２週間未満 － － － － 

２週間以上１ヶ月以下 １名 ２０．０％ － － 

１ヶ月超え３ヶ月以下 ２名 ４０．０％ － － 

３ヶ月超え６ヶ月以下 １名 ２０．０％ － － 

６ヶ月超え９ヶ月以下 － － － － 

９ヶ月超え１２ヶ月以下 １名 ２０．０％ ４名 ４０．０％ 

１２ヶ月超え２４ヶ月以下 － － ４名 ４０．０％ 

２４ヶ月超え － － ２名 ２０．０％ 

合計 ５名 １００％ １０名 １００％ 

 

(2)会計年度任用職員 

区分 令和７年度 

男性（名） 比率（％） 女性（名） 比率（％） 

１週間未満 － － － － 

１週間以上２週間未満 － － － － 

２週間以上１ヶ月以下 － － － － 

１ヶ月超え３ヶ月以下 － － － － 

３ヶ月超え６ヶ月以下 － － － － 

６ヶ月超え９ヶ月以下 － － － － 

９ヶ月超え１２ヶ月以下 － － ３名 １００％ 

１２ヶ月超え２４ヶ月以下 － － － － 

２４ヶ月超え － － － － 

合計 ０名 － ３名 １００％ 

 



 

 

（３）「職員 1人あたりの各月ごとの平均超過勤務時間」 

年度 
平均超過勤務時間（管理職を除く常勤職員） 

内部部局等 内部部局等以外（出先機関） 

令和７年度 ７.６時間／月 ５.４時間／月 

令和６年度 ７.２時間／月 ５.８時間／月 

 

 

（４）「職員の職業生活と家庭生活の両立に資する勤務環境の整備に関する制度の概要」 

 ●柔軟な勤務体系の導入 

・柔軟な働き方を推進するため、テレワーク、フレックスタイム制を導入している。 

 


